
　租税条約は、国際的な二重課税を回避するため、両
国間の投資・経済活動に関し、課税できる所得の範囲
等を調整するものである。また、その締結によって、
両国の税務当局間の相互協議や情報交換、徴収共助等
の枠組みが構築され、租税に関する紛争の解決や脱税
及び租税回避行為の防止が図られることとなる。

　租税条約の締結により、海外進出企業に対する課税
に係る一定の法的安定性が確保され、予見可能性が高
まるとともに、我が国企業が海外で稼いだ収益の国内
環流の円滑化にも資するなど、健全な投資・経済交流
が一層促進されることが期待される。

　我が国は、2017 年 4 月 1 日現在、68 の租税関連条
約等を 110 か国・地域との間で有している。
　近年、中東等資源国との租税条約の新規締結や先進
国との既存条約の改正が進められている。特に、ニュー
ジーランド、米国、スウェーデン、英国、ドイツなど
の先進国との改正においては、税務当局による相互協
議の開始から一定期間が経過しても事案が解決されな
い場合に、税務当局以外の第三者の関与を得て解決を
促すための仲裁制度を導入するとともに、投資所得（配
当、利子等）に対する源泉地国における課税を軽減ま
たは免除する内容になっている。また、国際的な脱税
及び租税回避行為の防止に資する情報交換を主たる内
容とする条約（いわゆる情報交換協定）の締結も進め

られている（第Ⅲ-2-5-1 表）。
　今後とも、相手国との経済関係、我が国産業界から
の要望や我が国課税権の適切な確保等の観点を総合的
に勘案し、企業の海外展開の支援に資する租税関連条
約のネットワーク拡充の取組を加速することが重要で
ある。具体的には、将来的に我が国との投資・経済関
係の発展が見込まれる投資先国との間で新規に租税条
約を締結するとともに、近年の経済情勢の変化に対応
した既存条約の改正を進め、海外での事業活動に対す
る課税所得の範囲の明確化、投資所得に対する源泉地
国における課税の減免、仲裁制度の導入など、内容を
充実させることが必要である。

租税条約第５節

1．租税条約の役割

2．租税関連条約の新規締結・改正状況

第Ⅲ-2-5-1 表　租税条約の条項 （OECD モデル条約）

第 1 章　条約の範囲
　第 1 条　人的範囲
　第 2 条　対象税目
第 2 章　定義
　第 3 条　一般的定義
　第 4 条　居住者
　第 5 条　恒久的施設（PE）
第 3 章　所得に対する課税
　第 6 条　不動産所得
　第 7 条　事業所得
　第 8 条　�海運、内陸水路運輸�

及び航空運輸
　第 9 条　特殊関連企業
　第 10 条　配当
　第 11 条　利子　
　第 12 条　使用料

　第 13 条　譲渡収益
　第 14 条　�［削除］
　第 15 条　給与所得
　第 16 条　役員報酬
　第 17 条　芸能人
　第 18 条　退職年金
　第 19 条　政府職員
　第 20 条　学生
　第 21 条　その他所得
第 4 章　財産に対する課税
　第 22 条　財産
第 5 章　二重課税排除の方法
　第 23 条Ａ　免除方式
　　　　　　�（外国子会社配当益金
　　　　　　 不算入制度）
　第 23 条Ｂ　税額控除方式

第 6 章　雑則
　第 24 条　無差別取扱い
　第 25 条　相互協議
　　　　　（紛争解決	※仲裁を含む）

　第 26 条　情報交換
　第 27 条　徴収共助
　第 28 条　外交官
　第 29 条　適用地域の拡張
第 7 章　最終規定
　第 30 条　発効
　第 31 条　終了

��� 投資所得
（源泉税率の
 上限設定）
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第２章 通商協定をはじめとしたルール形成


